
 

広島中央警察署本通交番庁舎設計業務公募型建築プロポーザル説明書 

１ 趣旨 

  現在の本通交番は，昭和 44 年に建築された建物で，老朽化が進んでいる状況にあることから，長

年親しまれた現在地での建替整備を進める計画としました。 

  交番施設は，警察が常に警戒体制を保持し，すべての警察事象に即応するための活動を行う拠点で

あるとともに，地理案内や遺失・拾得物の受理などの幅広い活動を行うことから，地域の安全・安心

を守る，県民にとって最も身近な警察施設でもあります。 

また，本通交番が立地する地域は，「ひろしま都心活性化プラン」（平成 28 年度策定）において，

中国四国地方最大の「業務・商業ゾーン」と位置付けられており，今後，魅力と活力ある地域環境の

創出に向けた動きが，ますます加速化していくことが見込まれています。 

本通交番の建替整備に当たっては，地域の安全・安心の要として，交番の役割を最大限発揮させる

高い機能性はもとより，「にぎわいと交流」を生み出す“ひろしま”を広く発信できる魅力を兼ね備

えた公共建築物を創造することが求められています。 

以上のことから，広島中央警察署本通交番庁舎の基本設計及び実施設計の設計者選定にあたり，

公募型プロポーザル方式により，技術力や創造力はもとより，柔軟な発想力にも優れた設計者を広く

募集します。 

 

【審査部会長からのメッセージ】 

 

交番ほど，多面性を必要とする建築はありません。警察活動のフロントラインには当然，ある厳格

さと機能性が求められます。しかし地域の安全の拠点として，親しみやすさや安心感，オープンな雰

囲気も兼ね備える必要があります。街の中で目印となる強さを持つと同時に，街の賑わいに溶け込む

ものでもあるべきです。 

 とりわけ本プロポーザルの敷地である広島市中区本通は，広島という街の多様な魅力が交差する、

異なる領域の接点に位置します。人々の賑わいに満ちた場所が，原爆の爆心地や平和公園，広島城や

文化・行政の中心と隣接しています。このせめぎ合いの魅力が，これからも輝き続けるために，本交

番は多面的な役割を果たすことになるでしょう。 

 威厳と親しみやすさ，機能と余白，静けさと喧騒，聖と俗，大きさと小ささ・・・様々な背反する

側面が凝縮された交番をつくること。現代建築が取り組むべき最も興味深い課題のひとつに，応える

ことでもあります。 

                                       平田 晃久 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-1-



 

２ 業務の概要 

(１) 業務名 

広島中央警察署本通交番庁舎新築工事に伴う基本設計及び実施設計委託 

(２) 業務内容等 

ア 業務内容 広島市中区本通５－２に建替え整備する広島中央警察署本通交番庁舎の新築工事

に伴う基本設計及び実施設計 

イ 業務場所 広島市中区本通５－２ 

ウ 履行期間 契約締結の翌日 ～ 令和２年 12月 18 日（金） 

(３) 参考業務規模 

本業務の参考業務規模は，6 百万円程度（税込み）（既存交番解体設計は別途）を上限としていま

す。 

(４) 設計方針 

別紙８－１「建築設計業務委託特記仕様書（案）」のとおりです。 

建設工事費は，約 90百万円（税抜き）（建築工事，各種設備工事，及び外構工事等を含み，既存

交番解体工事は別途）を想定しており，設計金額を予定工事費内に納めてください。 

なお，受注者の責めに帰すべき事由により，履行期間内に予定工事費内に納まった設計図書の納

品ができない場合は，損害賠償の請求や契約解除を行うことがあるので留意してください。 

 

３ 審査方法 

審査は２段階選抜方式とします。 

審査段階 審査の方法 選定 

１次審査 
参加表明書及び簡易提案書（以下「参加表

明書等」という。）により審査を行います。 
５者程度を選定 

２次審査 
技術提案書のプレゼンテーション及び質

疑応答により審査を行います。 
特定者及び次点者各１者を特定 

各審査段階の詳細は，「10 １次審査」及び「12 ２次審査」をご覧ください。 

 

４ 評価テーマ 

①  テーマ１「親しみやすさと力強さを備えた機能的な施設づくり」について 

   交番には，地理案内や遺失・拾得物の届け出など，日々，多くの方が訪れるため，利用しやすい

明快な動線が求められる一方で，相談業務などのプライバシーの保護が必要な業務も取り扱うため，

関係諸室の配置には工夫が求められます。加えて，本通交番は，女性警察官が配置される「女性安

全ステーション」でもあることから，女性が気軽にかつ安心して訪問，相談ができるよう，親しみ

やすい環境づくりにも配慮が必要です。 

また，交番では，交替制の警察官が 24 時間 365 日勤務しますが，事件・事故などへの対応によ

り，庁舎内の勤務員が少人数となる状況も想定されるため，勤務員の安全な職務執行を支える十分

なセキュリティと対策を講じておく必要があります。 

   そこで，来庁者の動線とセキュリティ範囲を踏まえた，機能的な庁舎配置及び諸室配置などにつ

いて提案してください。 
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②  テーマ２「周辺環境と調和した良好な景観の形成に資する魅力ある施設づくり」について 

本通交番は，「ひろしま都心活性化プラン」において，将来“広島の顔となる風格ある街並みや

歩いて楽しい空間が形成され，絶え間なく，にぎわいと交流が生まれている”エリアの中に位置し

ており，壁面位置をそろえるなどの街並みの連続性への配慮，洗練された壁面のデザインによる周

辺の街並みとの調和，圧迫感がなく開放的な空間の形成など，にぎわいの連続性を感じ，良好な景

観形成に資する魅力ある施設とすることが求められます。 

  また，交番は，地域に根ざした警察活動の拠点として，外観は，認識のし易さとともに，地域に

開かれた明るい警察をイメージできるよう，現在，広島県警察では，新築する交番の形状や配色（青

色・灰色）を共通化する取り組みを進めているところでもあります。 

   そこで，周辺環境と調和を図りつつ，警察らしさを感じさせる魅力ある公共建築物としての交番

施設を提案してください。 

 

５ 日程 

項 目 日 程 

公募型建築プロポーザル 公示 令和元年 10 月 25 日（金） 

質問書提出期限 令和元年 11 月６日（水） 

参加表明書等の提出期限 令和元年 12 月４日（水） 

１次審査の結果発表 令和元年 12 月下旬 

技術提案書の提出期限 令和２年１月 21 日（火） 

２次審査（公開ヒアリング） 令和２年２月７日（金） 

２次審査の結果発表 令和２年３月上旬 

 

６ 建築設計者選定委員会 

技術提案書の提出者の選定及び技術提案書の特定に係る審査は，広島県建築設計者選定委員会広島

中央警察署本通交番審査部会（委員は別紙１を参照）が行います。 

 

７ 担当課 

〒730-8511 広島市中区基町 10 番 52 号  

広島県土木建築局営繕課（営繕企画グループ） 

電話：082－513－2311 ファクシミリ：082－224－6411 

電子メール：doeizen＠pref.hiroshima.lg.jp 

※ 本プロポーザルに関しての問い合わせは担当課に行うこととし，施設管理者へ直接問い合わせる

ことは厳に禁止します。 

 

８ 参加表明書等の提出者の資格要件 

（１）参加に対する制限 

ア 本プロポーザルには，単体事務所及び設計共同体が参加できるものとします。なお，参加表明

書等及び技術提案書の提出は，１単体事務所につき１申請（設計共同体の場合は１設計共同体に

ついて１申請）とします。 

イ 単体事務所及び設計共同体は，業務の一部を協力事務所に再委託することができます。ただし，

-3-



 

総合の分担業務分野は再委託できません。 

ウ 単体事務所及び設計共同体の構成員は，他の設計共同体の構成員，又は，他の単体事務所若し

くは他の設計共同体の協力事務所として，本プロポーザルに参加することはできません。 

エ 本建築設計者選定委員会の委員又は委員が関係する建築士事務所に所属する者は，本プロポー

ザルに参加することはできません。 

 

（２）参加表明書等及び技術提案書の提出者に要求される資格 

ア 単体事務所の場合 

（ア）建築士法（昭和 25年法律第 202 号）第 23条の規定に基づく，一級建築士事務所の登録を受

けた者であること。 

（イ）広島県の令和元・２年度の測量・建設コンサルタント等業務（建築関係建設コンサルタント

業務）の「建築一般」又は「意匠」の入札参加資格の認定を受けていること。 

ただし，この公示の日において認定されていない者であっても，技術提案書の提出期限まで

に平成 30年９月25日付け告示第 702号の定めに従って当該入札参加資格の認定を受けること

を条件として，この要件を満たしているものとして取り扱う。 

（ウ）この公示の日から契約までの間のいずれの日においても，広島県の指名除外措置を受けてい

ないこと。 

（エ）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16号）第 167 条の４の規定に該当しない者であること。 

（オ）民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）又は会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）の適用を

申請した場合，裁判所からの更生手続開始決定がされている者であること。 

イ 設計共同体の場合 

（ア）構成員の数は２者であること。 

（イ）構成員の代表者（以下「代表構成員」という。）は，設計共同体において中心的役割を担う

履行能力を持ち，かつ出資比率が大きい者であること。 

（ウ）構成員（代表構成員を含む。）は，ア（ア）から（オ）に掲げる条件を全て満たす者である

こと。 

 

（３）配置する技術者に要求される資格 

ア 「建築設計業務等委託契約約款」第 14 条に基づく管理技術者（以下「管理技術者」という。）

１名を配置することとし，当該技術者は一級建築士であること。 

イ 管理技術者の下に，次表の分担業務分野に示す主任担当技術者を各１名配置すること。 

ただし，単体事務所の場合は，管理技術者と総合の分担業務分野を担当する主任担当技術者の

み，兼務することを可とする。 

分担業務分野 業務内容 

総合 
建築物の意匠に関する設計並びに意匠，構造，設備に関する設計を

とりまとめる設計 

構造 建築物の構造に関する設計 

電気 建築物の電気設備等に関する設計 

機械 建築物の給排水衛生設備，空調換気設備等に関する設計 

注）主任担当技術者とは，管理技術者の下で各分担業務分野における担当技術者を総括する役割
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を担う者とします。 

ウ 管理技術者は参加表明者の組織（設計共同体の場合は，代表構成員に限る。）に所属している

こと。また，総合の分担業務分野を担当する主任担当技術者（以下「総合主任担当技術者」とい

う。）は，参加表明者の組織（設計共同体の場合は，代表構成員以外の構成員に限る。）に所属し

ていること。 

 

（４）協力事務所に要求される資格等 

この公示の日から契約までの間のいずれの日においても，県の指名除外措置を受けていないこと。 

 

９ 参加表明書の作成等 

（１）参加表明書等の提出 

本プロポーザルに参加しようとする者は，参加表明書等を担当課に提出してください。 

ア 受付期間 

令和元年 10 月 30 日（水）～令和元年 12 月４日（水）まで 

イ 提出場所及び方法 

担当課へ持参又は郵送（書留郵便等の配達の記録が残るものに限る。以下同じ。）してくださ

い。提出に要する費用の負担は提出者の負担となります。 

持参される場合は受付期間の広島県の休日を定める条例（平成元年条例第２号）に基づく県の

休日（以下「休日」という。）を除く毎日９時から 17時までとします。（郵送の場合には 12月４

日（水）17 時必着とします。） 

ウ 提出書類 

（ア）参加表明書（様式１から様式５）を各１部（左綴じ），簡易提案書（様式６）を 15部（カラ

ー使用可），様式７を 15部（カラー使用可）及び電子データ（様式１～７（添付資料も含む）：

PDF）を CD-R に保存したもの１部を揃えて，提出してください。 

なお，簡易提案書（様式６）及び様式７の各１部の裏面に提出者名を記載することとし，残

りの 14 部及び全ての表面には提出者（協力事務所を含む。）を特定することができる内容の記

述（具体的な社名等）はしないでください。 

  （イ）広島県の「建築一般」又は「意匠」の部門に係る一般競争又は指名競争入札参加資格の認定

を受けていない場合は，令和元・２年度 測量及び建設コンサルタント等業務競争入札参加資

格審査に必要な書類を県ホームページからダウンロードし，必要事項を記入したうえで必要書

類を添付した申請書を，「７ 担当課（広島県土木建築局営繕課）」に提出してください。提出

書類を審査したうえで，資格要件を満たす場合は入札参加資格の認定を行います。 

記入要領等不明な点がある場合には，広島県土木建築局建設産業課入札制度グループ

（082-513-3821）にお問い合わせください。 

     なお，技術提案書提出期限までに，当該入札参加資格認定が受けられない場合は，本プロポ

ーザルへの参加資格要件は無いものとします。 

県ＨＰ：https://chotatsu.pref.hiroshima.lg.jp/tyoutatu-hp/k02/k02nyusatu-sinsei.html

（ウ）設計共同体の場合には，設計共同体結成届（様式８から様式 10）を各１部（左綴じ），及び  

電子データ（様式８～10：PDF）を CD-R に保存したもの１部を揃えて，併せて提出してくださ

い。 
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（２）記載上の留意事項 

各様式とも１枚に収めてください。書類の作成に用いる言語は日本語，通貨は日本円，単位は日

本の標準時及び計量法（平成４年法律第 51号）によってください。 

文章の文字サイズは１０．０ポイント以上，イメージ図等の注釈は６．０ポイント程度以上とし，

判読できるものとしてください。 

簡易提案書（様式６）の作成に当たっては，プロポーザルの主旨に沿い，文章を補完するための

写真，イラスト，イメージ図等の使用は認めます。 

提出書類について，この説明書及び別紙の書式に示された条件に適合しない場合は無効とするこ

とがあります。 

ア 参加表明書 

（ア）様式１（参加表明書） 

提出者及び作成者を記載してください。 

また，提出者としての資格要件等を満たしている場合は，□にチェックを記載してください。 

なお，広島県の令和元・２年度の測量・建設コンサルタント等業務（建築関係建設コンサル

タント業務分野）の「建築一般」又は「意匠」の部門に係る入札参加資格の認定を受けている

場合は，登録番号を記載してください。 

（イ）様式２（提出者（設計事務所）の経歴等） 

 提出者（設計共同体の場合は構成員ごと）について，次のとおり記載してください。 

 設計共同体の場合は，構成員の名称も記載してください。 

① 名称 

 提出者（設計共同体の場合は，設計共同体）の名称を記載してください。 

② 提出者の業務の実績 

 提出者の平成 21年 10 月以降の業務で公示日までに業務完了しているもの実績を，２件記

載してください。 

（ウ）様式３（管理技術者の経歴等） 

管理技術者について，次のとおり記載してください。 

① 氏名 

技術者の氏名を記載してください。 

    ② 所属，役職 

技術者の所属する組織及び役職を記載してください。 

③ 保有資格 

技術者の保有する一級建築士の登録番号を記入するとともに，資格を証明する書類（免許

証の写し等）を提出してください。 

④ 業務の実績 

管理技術者が担当した平成 21年 10月以降の業務で公示日までに業務完了しているものの

実績を，２件まで記載してください。ただし，増築工事の場合は，増築部分を対象として記

載し，また，複合用途の建築物の場合は，全体部分と該当部分の内訳が分かるように記載し

てください。 

なお，再委託を受けた業務の場合，発注者欄に契約相手方を記載し，事業主を( )書きし

てください。 
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⑤ 受賞歴 

建築関係建設コンサルタント業務のうち，別紙４に掲げる受賞歴（建設することを前提と

したものを対象とし，イメージ・コンペやアイデア・コンペは対象としません。以下「受賞

歴」という。）があるものについて，賞の名称，受賞年月，対象施設の名称，施設用途及び

規模・構造並びに従事した立場を記載するとともに，受賞実績がわかるもの（賞状のコピー，

掲載された雑誌のコピー等）を添付してください。 

なお，受賞歴は３件まで記載してください。 

（エ）様式４－１，４－２，４－３，４－４（主任担当技術者の経歴等） 

主任担当技術者別に，様式３と同様に記載してください。 

ただし，「③ 保有資格」については，技術者の保有する資格のうち，次の資格評価表に記

載された当該分野の資格を記載するとともに，当該資格を証明する書類（資格者証の写し等）

を添付してください。 

 

資格評価表 

分担業務分野 評価する技術者資格 

総合 
一級建築士 

二級建築士 

構造 

構造設計一級建築士 

一級建築士 

二級建築士 

電気 

設備設計一級建築士 

一級建築士，建築設備士， 

技術士（業務に係るものに限る※１）  

一級電気工事施工管理技士 

二級電気工事施工管理技士 

機械 

設備設計一級建築士 

一級建築士，建築設備士， 

技術士（業務に係るものに限る※２） 

一級管工事施工管理技士 

二級管工事施工管理技士 

  ※１ 分担業務分野の電気に係る技術士については，第二次試験のうち技術部門を電気・電子 

部門又は総合技術監理部門（選択科目を電気・電子部門に係るものとするものに限る）に

合格したものに限る。 

※２ 分担業務分野の機械に係る技術士については，第二次試験のうち技術部門を機械部門 

（選択科目を「流体工学」又は「熱工学」とするものに限る），上下水道部門，衛生工学

部門又は総合技術監理部門（選択科目を機械部門（「流体工学」又は「熱工学」とするも

のに限る），上下水道部門又は衛生工学部門に係るものとするものに限る）に合格したも

のに限る。 
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（オ）様式５（協力事務所の名称等） 

業務の一部を再委託する場合には，協力事務所の名称，再委託する理由及び内容等を様式に

従い記入してください。（主任担当技術者の記載を求めない分野を再委託する場合においても

記入してください。） 

 

イ 簡易提案書 

（ア）様式６（業務実施方針及び手法等） 

（書式Ａ４版 1 枚，字の大きさ 10 ポイント，カラー使用可能） 

業務の実施方針，取組体制，設計チームの特徴，特に重視する設計上の配慮事項を簡潔に記

述してください。 

また，「４ 評価テーマ」の２つのテーマに対応した計画の考え方について明確に記述して

ください。 

 

ウ 様式７（過去の作品） 

管理技術者及び総合の分担業務分野を担当する主任担当技術者が，それぞれ携わった設計業務

のうち，平成 21年 10月以降で公示日までに竣工している建築物を各１件選び記載してください。 

なお，管理技術者が総合の分担業務分野を担当する主任担当技術者を兼務する場合は，１件の

みを選び記載してください。（評価対象ではありませんが，審査する際の参考とします。） 

建物概要（施設用途，延床面積及び構造階数等），総工事費及び㎡当り単価，その他（配置図，

平面図，立面図，透視図，写真，設計意図等）必要と考えるものについて，各１件を本様式１枚

にまとめて記載してください。 

 

エ 設計共同体結成届 

（ア）様式８（設計共同体結成届） 

設計共同体でプロポーザルに参加する場合（以下「設計共同体の場合」という。）に作成して

ください。 

（イ）様式９（設計共同体協定書） 

設計共同体の場合には協定を締結することとし，協定書の写しを提出してください。 

（ウ）様式 10（設計共同体の取組体制） 

設計共同体の場合，構成員の担当する業務内容を明確に記述してください。 

 

10 １次審査 

建築設計者選定委員会で，提出された参加表明書等の評価を行い，２次審査に進む１次審査通過者

を選定します。 

（１）評価基準等 

ア １次審査の評価基準等 

別紙２「１次審査の評価基準」のとおりです。 

イ １次審査通過者の選定者数 

５者程度を選定します。 
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（２）選定結果の通知 

令和元年 12 月下旬 

１次審査通過者には直接通知し，２次審査の案内を併せて行います。 

なお，選定結果（選定された提出者名）は，県ホームページに掲載するなど，公表（別紙５）す

ることとしています。 

 

(３) 非選定理由に関する事項 

ア 参加表明書を提出した者のうち，１次審査通過者として選定されなかった者に対しては，選定

されなかった旨とその理由（非選定理由）を書面（非選定通知書）により通知します。 

イ アの通知を受けた者は，通知をした日の翌日から起算して７日（広島県の休日を定める条例（平

成元年広島県条例第２号）に基づく県の休日を除く。以下，「休日」という。）以内に，書面（様

式は自由）により，広島県知事に対して非選定理由について説明を求めることができます。 

ウ イの回答は，説明を求めることが出来る最終日の翌日から起算して 10 日（休日を除く）以内

に書面により行います。 

エ 非選定理由の説明を求める書面の受付場所及び受付時間は次のとおりです。 

(ア) 受付場所 担当課に同じ 

(イ) 受付時間 ９時から 17時まで（休日を除く） 

 

11 技術提案書の作成等 

（１）技術提案書の提出 

１次審査通過者で，技術提案書の提出を希望する者は，技術提案書を担当課に提出してください。 

ア 受付期間 

令和２年１月 14 日（火）～令和２年１月 21日（火）まで（ただし，１次審査通過者で，広島

県の「建築一般」又は「意匠」の部門に係る一般競争又は指名競争入札参加資格の認定を受け

ていない場合は，「ウ 提出図書（イ）」に掲げる令和元・２年度 測量・建設コンサルタント

等業務競争入札参加資格審査申請書を直ちに「７ 担当課」へ持参又は郵送すること。） 

イ 提出場所及び方法 

担当課へ持参又は郵送してください。提出に要する費用の負担は提出者の負担となります。 

持参される場合は受付期間の休日を除く毎日９時から 17 時までとします。（郵送の場合には１

月 21日（火）17 時必着とします。） 

 

ウ 提出書類 

（ア）技術提案書（様式 11）を 1 部，技術提案書（様式 12：Ａ２用紙）を１部（カラー使用可），

技術提案書（様式 12）をＡ３用紙に縮小印刷したものを 15 部（カラー使用可）及び電子デー

タ（様式 11～様式 12：PDF）を CD-R に保存したもの１部を揃えて，提出してください。 

なお，技術提案書（様式 11：Ａ２用紙）の裏面に提出者名を記載することとし，表面には提

出者（協力事務所を含む。）を特定することができる内容の記述（具体的な社名等）はしない

でください。 

また，技術提案書（様式 12）をＡ３用紙に縮小印刷したものの１部の裏面に提出者名を記載

することとし，残りの 14部及び全ての表面には提出者（協力事務所を含む。）を特定すること

-9-



 

ができる内容の記述（具体的な社名等）はしないでください。 

（イ）広島県の「建築一般」又は「意匠」の部門に係る一般競争又は指名競争入札参加資格の認定

を受けていない場合は，令和元・２年度 測量及び建設コンサルタント等業務競争入札参加資

格審査に必要な書類を県ホームページからダウンロードし，必要事項を記入したうえで必要書

類を添付した申請書を，「７ 担当課（広島県土木建築局営繕課）」に提出してください。提出

書類を審査したうえで，資格要件を満たす場合は入札参加資格の認定を行います。 

記入要領等不明な点がある場合には，広島県土木建築局建設産業課入札制度グループ

（082-513-3821）にお問い合わせください。 

     なお，当該入札参加資格認定が受けられない場合は，本プロポーザルへの参加資格要件は無

いものとし，失格とします。 

県ＨＰ：https://chotatsu.pref.hiroshima.lg.jp/tyoutatu-hp/k02/k02nyusatu-sinsei.html 

 

（２）記載上の留意事項 

各様式とも１枚に収めてください。書類の作成に用いる言語は日本語，通貨は日本円，単位は日

本の標準時及び計量法（平成４年法律第 51号）によってください。 

文章の文字サイズは１０．０ポイント以上，イメージ図等の注釈は８．０ポイント程度以上とし，

判読できるものとしてください。 

技術提案書（様式 12）の作成に当たっては，プロポーザルの主旨に沿い，文章を補完するための

写真，イラスト，イメージ図等の使用は認めます。 

提出書類について，この説明書及び別紙の書式に示された条件に適合しない場合は無効とするこ

とがあります。 

ア 技術提案書 

（ア）様式 11（技術提案書） 

  技術提案書の提出者が，他の建設コンサルタント等の協力を得て，又は学識経験者の援助を受

けて業務を実施する場合には，技術提案書にその旨を明記してください。 

（イ）様式 12 Ａ２用紙 

カラー使用可とし，評価テーマについて，Ａ２用紙１枚片面（横使い）にまとめてください。 

「４ 評価テーマ」の２つのテーマに対する技術提案を記述してください。 

なお，概算工事費（税抜き）は，必ず，記載してください。 

 

12 ２次審査 

１次審査通過者について，建築設計者選定委員会で，ヒアリングを実施した上で，提出された技術

提案書の評価を行い，設計者の候補者（以下「候補者」という。）として，特定者１名，次点者１名

を特定します。 

（１）ヒアリングの実施 

令和２年２月７日（金） 

ヒアリングは技術提案書のプレゼンテーション及び質疑応答により行います。なお，ヒアリング

は公開で行います。 

ヒアリングにおいては，プレゼンテーションを補完するために必要な最低限の模型を使用するこ

とも可とします。 
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ヒアリングを行った者には，ヒアリングにおける技術提案書のプレゼンテーション及びその準備

に係る費用として，10 万円を支払います。ただし，設計者として契約を締結した者，失格者及びヒ

アリングを辞退した者は除きます。 

ヒアリングの詳細は，１次審査通過者に別途連絡します。 

なお，ヒアリング会場において，様式 12（Ａ２用紙）を掲示し，公表する予定です。 

 

（２）２次審査の評価基準等 

別紙３「２次審査の評価基準」のとおりです。 

 

（３）特定結果の公表 

令和２年３月上旬 

なお，特定結果（特定された提出者名等）及び技術提案書の一部（様式 12：Ａ２用紙）は，県ホ

ームページに掲載するなど，公表（別紙６）することとしています。 

 

（４）非特定理由に関する事項 

ア 提出した技術提案書が特定されなかった者に対しては，特定されなかった旨とその理由（非特

定理由）を書面により通知します。 

イ アの通知を受けた者は，通知した日の翌日から起算して７日（休日を除く）以内に，書面（様

式は自由）により，広島県知事に対して非特定理由について説明を求めることができます。 

ウ イの回答は，説明を求めることができる最終日の翌日から起算して 10 日（休日を除く）以内

に書面によって行います。 

エ 非特定理由の説明を求める書面の受付場所及び受付時間は次のとおりです。 

(ア) 受付場所 担当課に同じ 

(イ) 受付時間 ９時から 17時まで（休日を除く） 

 

13 現地調査 

敷地内を見学するための現地調査日は設けませんが，敷地外から現地を見学することは常時可能で

す。なお，施設管理者へ直接問い合わせることは厳に禁止します。 

 

14 説明書に関する質問の受付及び回答 

(１) 質問の受付 

質問は，質問内容を簡潔にまとめ，郵送，ファクシミリ又は電子メールで担当課へ提出してくだ

さい。 

なお，質問書には，担当の部署，担当者氏名，電話，ファクシミリ番号及び電子メールを併記し

てください。 

 

(２) 質問の受付期間 

令和元年 10 月 30 日（水）から令和元年 11月６日（水）まで 

（郵送の場合は令和元年 11 月６日（水）17時必着とします。） 
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(３) 質問に対する回答 

質問に対する回答は，順次，県ホームページ上に掲載します。 

なお，最終回答は，令和元年 11 月 13 日（水）までに県ホームページ上に掲載します。 

 

15 契約書作成の要否等 

本業務の契約は，県と設計者の２者契約とし，候補者とは見積もり合わせのうえ，契約書を作成する

ものとします。「契約書（案）」等，「建築設計業務委託特記仕様書（案）」及び「委託範囲及び設計図

作成要領」は別紙７，別紙８－１及び別紙８－２のとおりです。 

なお，契約書の締結は令和２年度を予定しており，県議会令和２年２月定例会において，本件業務に

かかる予算が議決されなかった場合または減額若しくは削除があった場合は，当該業務の発注を延期

又は中止する。 

 

16 その他の留意事項 

（１）本業務によって設計される工事については，設計者に設計意図伝達業務等を別途委託する予定と

しています。 

（２）手続において使用する言語及び通貨は，日本語及び日本国通貨に限ります。 

（３）業務の実績及び過去の受賞歴については，日本国内の業務の実績及び受賞歴をもって判断するも

のとします。 

（４）提出期限までに参加表明書が到達しなかった場合及び技術提案書の提出者として選定された旨の

通知を受けなかった場合は，技術提案書を提出できないものとします。 

（５）参加表明書等及び技術提案書の作成及び提出に係る費用は，提出者の負担とします。 

（６）ヒアリングを行った者には，ヒアリングにおける技術提案書のプレゼンテーション及びその準備

に係る費用として，10 万円を支払います。ただし，設計者として契約を締結した者，失格者及びヒ

アリングを辞退した者は除きます。 

（７）提出された参加表明書等，技術提案書及び技術提案書を記録したＣＤ－Ｒは返却しません。 

（８）提出された簡易提案書及び技術提案書の著作権は，その提出者に帰属することとします。 

（９）提出された参加表明書等及び技術提案書は，本プロポーザル以外に提出者に無断で使用しません。 

なお，設計者選定に必要な範囲において複製を作成することがあります。 

（10）県は，本プロポーザルについて，公表（ホームページ等）や技術提案書等の展示などを予定して

います。 

(11) 提出された簡易提案書（様式６）及び技術提案書の一部（様式 12）は，技術提案書の特定後，特

定及び次点に限らず，すべて県ホームページや記録誌等に掲載することとしています。 

（12）提出期限以降における参加表明書等及び技術提案書の差替え及び再提出は認めません。 

また，参加表明書等に記載した配置予定技術者は，原則として変更できません。ただし，病気，

死亡，退職等のやむをえない理由が生じた場合には，変更できるものとするが，同等以上の技術者

であるとの発注者の了解を得なければなりません。 

（13）参加表明書等及び技術提案書に虚偽の記載があった場合には，参加表明書等又は技術提案書を無

効とするとともに，虚偽の記載をした者に対して指名除外を行うことがあります。 

（14）施設管理者へ電話等により直接問い合わせることは厳に禁止します。 

（15）特定者は，県からの要請を受けた場合，県内の建築に関係する学生（若干名）を事務所に受け入
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れ，業務に支障のない範囲内で，本業務に関する事務において勉学の場を提供するものとします。 

（16）本業務を受注した建設コンサルタント等（協力を受ける他の建設コンサルタント等を含む。以下

同じ。）及び本業務を受注した建設コンサルタント等が製造業及び建設業と資本・人事面等におい

て関連があると認められる場合，当該関連を有する製造業及び建設業の企業は，本業務に係る工事

の入札に参加し又は当該工事を請負うことはできません。 

（17）提出者（提出を予定している者を含む。）又はその関係者は，本プロポーザルに関して，建築設

計者選定委員会の委員に接触することを禁止し，接触の事実が認められた場合には，失格とするこ

とがあります。 

（18）簡易提案書（様式６）及び技術提案書（様式 12）の作成にあたっては，「２ 業務の概要（４）

設計方針」を参考としてください。なお，各提案書における設計方針との整合性については，評価

に際し考慮されますが，失格要件ではありません。ただし，設計金額は予定工事費内に納めてくだ

さい。 

（19）本業務は，プロポーザル方式により設計者を選定するものであるため，具体的な設計内容は，技

術提案書に記載された内容を反映しつつ発注者との協議に基づいて決定するものとします。 

（20）今後の社会情勢や財政事情の変化，その他不可抗力等により，事業計画の変更又は中止をする場

合があります。この場合，参加者に対して県は一切の責任を負わないものとします。 

（21）提出者は，参加表明書の提出を以て，本説明書及び添付資料に記載の内容について承諾したもの

とし，「10 １次審査（３）イ」，「12 ２次審査（４）イ」 以外の審査方法や審査結果等に対す

る異議申し立て等は受け付けませんので，ご了承願います。 

（22）広島県の「建築一般」又は「意匠」の部門に係る一般競争又は指名競争入札参加資格の認定を受

けていない場合は，令和元・２年度 測量及び建設コンサルタント等業務競争入札参加資格審査に

必要な書類を県ホームページからダウンロードし，必要事項を記入したうえで必要書類を添付した

申請書を，担当課に提出してください。提出書類を審査したうえで，資格要件を満たす場合は入札

参加資格の認定を行います。 

記入要領等不明な点がある場合には，広島県土木建築局建設産業課入札制度グループ

（082-513-3821）にお問い合わせください。 

  なお，技術提案書提出期限までに，当該入札参加資格認定が受けられない場合は，本プロポーザル

への参加資格要件は無いものとします。 

  県ＨＰ：https://chotatsu.pref.hiroshima.lg.jp/tyoutatu-hp/k02/k02nyusatu-sinsei.html 
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別紙１ 

広島県建築設計者選定委員会広島中央警察署本通交番審査部会委員一覧 
 

 

委員区分 氏 名 役 職 等 

外部委員(部会長) 平田
ひ ら た

 晃
あき

久
ひさ

 平田晃久建築設計事務所主宰／京都大学 教授 

外部委員 小野田
お の だ

 泰明
やすあき

 東北大学大学院 教授 

外部委員 角倉
すみくら

 英明
ひであき

 広島大学大学院 准教授 

内部委員 友国
ともくに

 雅章
まさあき

 広島県警察本部総務部施設課長 

内部委員 的場
ま と ば

 弘明
ひろあき

 広島県土木建築局建築技術部長 

オブザーバー 岡田
お か だ

 浩二
こ う じ

 広島県地域政策局都市圏魅力づくり推進課長 
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別紙２ 

１次審査の評価基準 

【広島中央警察署本通交番】 

 

評価項目 評価の着目点 

参加表明書 

提出者の平成 21年 10 月以降の業務の実績 

（過去 10年間の実績のうち２件を評価対象とする。) 

技術者の資格 主任担当技術者 

総合 

構造 

電気 

機械 

技術者の平成 21年 10 月以降の設計業務の実績 

(過去 10年間の実績のうち２件を評価対象とする。) 

管理技術者 

主任担当技術者 

総合 

構造 

電気 

機械 

過去の受賞歴 
管理技術者 

主任担当技術者 総合 

簡易提案書 
業務における総

合的な提案内容 

・業務の理解度及び取組意欲 

業務内容，業務背景，手続の理解度及び積極性 

 

・業務の実施方針及び手法 

業務の実施方針，業務への取組体制，設計チームの特徴，特に重視する設計上

の配慮事項（ただし，評価テーマに対する内容を除く。）の的確性，独創性，実

現性 

 

・評価テーマに対する提案 

次の①～②のテーマに対する提案の的確性（与条件との整合性がとれているか

等），独創性（工学的知見に基づく独創的な提案がされているか等），実現性（提

案内容が理論的に裏づけされており，説得力のある提案となっているか等） 

 

① テーマ１「親しみやすさと力強さを備えた機能的な施設づくり」について 

② テーマ２「周辺環境と調和した良好な景観の形成に資する魅力ある施設づ

くり」について 

 

上記に記載の評価項目に係る評価の着目点に基づき，実績等を踏まえ，主として簡易提案書により，総

合的に評価する。 
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別紙 

事業計画概要 

(１) 施設の構造・規模 

 ア 構造 

鉄筋コンクリート造または鉄骨造２階建て 

イ 規模 

延床面積約 140 ㎡ 

 (２) 施設計画 

ア 建物概要 

区分 配置階層・諸室 使用者 
想定面積 

（参考） 

庁舎 １階 事務室 勤務員 約 30 ㎡ 

  客溜り 一般来所者 約８㎡ 

  コミュニティ室 勤務員と一般来所者 約 10 ㎡ 

  相談室 勤務員と一般来所者 約５㎡ 

  多目的トイレ 一般来所者 適宜 

  勤務員用トイレ 勤務員 適宜 

  湯沸室 勤務員 適宜 

  物置 勤務員 適宜 

 ２階 会議室 勤務員と一般者来所者 約 20 ㎡ 

  会議室用トイレ（男性） 勤務員と会議室利用者 適宜 

  会議室用トイレ（女性） 勤務員と会議室利用者 適宜 

  仮眠室（男性） 勤務員 適宜 

  仮眠室（女性） 勤務員 適宜 

  物置 勤務員 適宜 

外構 公務用 駐輪場 勤務員 10 台程度 

  物干場（倉庫兼用） 勤務員 約５㎡ 

 一般用 駐輪スペース 一般来所者 2～3台程度 

  駐車スペース※２ 一般来所者 １台 

       ※1 附帯する電気設備，機械設備，都市ガス設備及び外構等の設計を含む。 

      ※2 一般来所者用の駐車スペースは確保が可能である場合のみ。 

イ 敷地の場所 広島市中区本通５－２ 

ウ 敷地面積 約 131 ㎡ 

エ 施設用途 交番（定員規模：約 20人（１当務あたりの勤務員数６～７人）） 

オ 建設工事費 約 90 百万円 

（建築工事，各種設備工事，昇降機設備工事及び外構工事等を含む（いずれも消費税抜き））

を想定しており，設計金額を予定工事費内に納めること。 

なお，受注者の責めに帰すべき事由により，履行期間内に予定工事費内に納まった設計図

書の納品ができない場合は，損害賠償の請求や契約解除を行うことがあるので留意すること。 
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 (３) 施設計画の基本条件 

ア 必要諸室 

  諸室配置等の検討にあたっては，前（２）アを参考に計画すること。 

  なお，表記している想定面積については参考である。 

イ 敷地利用・配置計画 

・敷地条件を踏まえて，機能的かつ効率的な施設配置・動線計画とすること。 

・公務用の駐輪場及び物干場区画については，フェンス等により囲障措置を講じるとともに，

勤務員が外及び庁舎内からアクセス出来るようにすること。 

・執務スペースを十分に確保することとし，一般来所者用の駐車スペースについては，可能で

あれば確保することで足りるものとする。 

ウ 平面・動線計画 

・事務室を中心に各諸室を配置し，すべての居室は事務室を介して入室できるようにすること。 

・事務室と客溜りは隣接させ，その間は，十分な強度を持ったカウンターで隔て，当該カウン

ター上にはポリカーボネート製の仕切板を設置すること。また，客溜りから事務室への出入

口にはドア（1.3ｍ程度の高さ，施錠あり）を設置すること。 

・事務室の受付カウンターでは最低３名程度が受付業務を行えるスペースを確保すること。 

・事務室の受付カウンターは勤務員が道路側が見えるよう正面に配置すること 

・コミュニティ室及び相談室は，事務室に隣接して設置すること。また，当該諸室への動線に

ついては，事務室を介してのみ行えるようにすること。 

・２階への動線については，事務室を介してのみ行えるようにすること。 

・仮眠室（男性）は４名，仮眠室（女性）は２名が，それぞれ同時に仮眠できるようにするこ

と。 

・会議室用トイレ（男性）及び会議室用トイレ（女性）は，勤務員及び会議室利用者のそれぞ

れが利用できるよう，会議室の外に計画すること。 

 

エ 階層・断面計画 

各階の階高は，室空間の広さや機能性に配慮した適切な設定とし，物の投げ込みや飛び降り

など，業務に支障を及ぼすような吹き抜け部分のない計画とすること。 

オ 意匠計画 

・周辺環境に配慮し，圧迫感のない形状や色彩に配慮した外観デザインとし，警察施設に相応

しい華美でなくシンプルで機能的なデザインとすること。 

・外壁の素材は，耐久性・耐候性に優れたものとし，外構施設の各部についても，機能性を確

保した上で，適切な意匠デザインとなるよう配慮すること。 

・来所者が気軽に利用しやすい開放感のある空間計画とし，温かみの感じられる内装デザイン

や，広島県産木材の積極的な活用にも配慮すること。 
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カ ユニバーサルデザイン計画 

・条例や各種基準を踏まえ，分かりやすく見やすいサインの配置に配慮した計画とすること。 

・計画地内や施設内は，極力，段差や壁の突起物を避け，危険がないよう配慮すること。 

・受付窓口には来所者が座って相談ができるようにローカウンターを設置し，車いす利用者に

配慮した計画とする。また，事務室内においても車いすでの移動や杖での歩行ができるよう，

室の形状や机の配置，動線計画などに配慮すること。 

・外国人に配慮した多言語表示を行い，誰にでも見やすく分かりやすいサイン計画とすること。 

キ 構造計画 

・緊急時にその機能を果たす建築物として耐震性の高い構造計画とし，内外装や設備において

も安全性の高い計画とするとともに，施設規模や用途，コスト等を考慮した構造計画とする

こと。 

ク 環境・設備計画 

・経済的かつ合理的な計画とし，電気設備，機械設備の計画においても，環境負荷低減に配慮

した計画とすること。 

・客溜りには手洗い場を設けること。 

・仮眠室（男性）内には，シャワールーム及び脱衣所（洗面台を含む）を，仮眠室（女性）内

には，ユニットバス（風呂，トイレ，洗面台）をそれぞれ設けること。 

ケ その他 

    ・仮眠室（男女共）内には，勤務員が利用するロッカーや，貴重品を保管するための金庫を置

くスペースを確保すること。 

    ・物干場（倉庫兼用）は風雨を防ぐため三面が壁で覆われた構造とすること。 

    ・北側隣地境界線から40ｃｍは空地を設けること。（空地部分は通路等として使用しないこと。）  

-50-



-51-



-52-



-53-



-54-



-55-



-56-



-57-



-58-


